(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名: 認知症サポート体制整備事業費補助金（単補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者担当　電話番号：058-272-1111（内2599）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,000千円　（前年度予算額：2,370千円）
	要求内容


	１　要求の内容


認知症に対する地域資源の充実を図るため、医療分野においてはかかりつけ医認知症対応力向上研修や認知症サポート医の養成など、また、介護分野においては認知症介護実践者研修、県民に対しては認知症サポーター養成研修を行う等、各分野において認知症対策を推進している。
　しかし認知症高齢者に対して医療・介護・地域包括支援センター等関係分野が個々にアプローチを行うことは、高齢者自身にとっても、支援する側にとっても、非効率であることから、各分野の連携を図ることを目的として、以下の事業を実施する。
　○認知症サポート体制構築事業

   ・認知症サポート体制連絡会議
　　 地域包括支援センター単位で、医師・介護従事者等認知症ケア関係者からなる連絡
協議会を開催し、多職種の連携体制の強化について検討する。
　 ・サポート体制構築研修会
　　 各地域の認知症ケア関係者との合同研修会を開催する。
　 ・認知症サポートシステム構築　
     インターネットを利用して認知症ケア関係者間のネットワークを構築。ショートス
テイなどの認知症関連サービス情報、介護施設等の掲載、認知症に関する相談先な

ど関係施設の連絡先を掲載。また、医師会で別途構築予定である有床診療所ネット

ワークと連携することにより、医療を含めた認知症患者をサポートする情報を集約
できるようにする。
○事業主体：(社)岐阜県医師会

	２　所要経費


補助金：3,000千円
（医療整備課　「岐阜県地域医療再生臨時特例基金繰入金」充当）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　○高齢者の実態・ニーズを踏まえた介護サービスを提供する

	２　これまでの取組状況


国交付金を財源とした上記基金事業として平成22年度から事業を開始し、研修会・
モデル事業・岐阜県認知症サポートシステムの創設などにより、関係機関の連携を図
っている。
	３　これまでの取組に対する評価


認知症サポート医が中心となって各関係機関が意見交換・情報共有することで、効
率的な支援が可能となっており、平成24年度も継続した事業展開が求められる。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他

	県　債
	一　般
財　源

	前年度予算額
	2,370
	
	
	
	
	
	
	
	2,370

	要求額
	3,000
	
	
	
	
	
	
	
	3,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


